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１．はじめに

私たちの衣食住を取り巻く環境には、さまざ
まなアレルギーを引き起こす原因物質であるア
レルゲンが存在している。たとえば、食物、花
粉、ダニ、アクセサリーなど貴金属、化粧品、
抗生物質に代表される医薬品およびハチなどで
ある。
そして、アレルギー疾患に悩まされている人

が世界的増加傾向にあり、現在、我が国では、
乳幼児から高齢者に至るまで、2人に一人は何
らかのアレルギーに悩んでいるといわれてい
る。その背景には、大気汚染などの環境悪化、
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食品とアレルギーをめぐる現状と課題

ストレスの増加、住環境の改善などによる衛生
環境の改善と感染機会の減少、さらに食生活の
多様化などの生活環境の変化が原因であるとい
われている。アレルギーは軽症から死に至るま
でさまざまな症状があり、そのアレルギーを引
き起こす代表的な物質が食品である。食物によ
るアレルギーの現状、課題および提言などにつ
いて述べる。

２．食物アレルギー

食物アレルギーは食物に含まれるアレルギー
物質、食物アレルゲンによって引き起こされ体

図１　食物アレルギーの原因食物
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に不利益なアレルギー症状が惹起される現象
で、経口、経皮、注射などいずれの経路でも感
作され症状が発現する。その主な機序は、食
物アレルゲンを摂取したヒトの体で産生された
特異的なIgＥ抗体との免疫反応によるものであ
る。食物アレルギーの原因食品には、鶏卵、牛
乳、小麦の三大アレルギー物質の他、甲殻類お
よび果物などさまざまな食品がある（図１）。
食物アレルギー患者の年齢別の主な原因食品

は、体内の免疫機構が未発達な乳幼児から小児
までは、鶏卵、乳製品、小麦である。その後、
免疫機構が発達する思春期から成人になると甲
殻類、小麦、果物へと移行することが知られて
いる（図２）。年齢別に見た場合、食物アレルギー
の患者数は、０歳児をピークに年齢と共に減少
していくが、成人、高齢期にやや増加傾向とな
る。また赤ちゃんのときはアトピー性皮膚炎に
かかり、小学生になると小児喘息と診断され、
思春期に花粉症になったなど、年齢とともに原
因となるアレルゲンと症状が次々と入れ替わり
立ち替わり発現する「アレルギーマーチ」と呼
ばれる症例があることに留意する必要がある。

３．食物によるアレルギーの症状

食物を摂取してから、10分から90分後、じん
ましん・皮膚炎などの皮膚症状や気管支喘息・
咽頭浮腫などの呼吸器症状、結膜炎・浸出性中
耳炎・鼻炎・口腔炎などの粘膜症状および下
痢・嘔吐・血便・腹痛・便秘などの消化器症
状が発現する（図３）。そして、重篤な場合は、
アナフィラキシー症状である不整脈・徐脈を伴
う血圧低下による失神などのショック症状を呈
し、死に至る場合がある。

４．アレルギーの予防・治療

食後、アレルギーが発症した場合、病院で、
症状、原因食品の推定、食習慣、家族歴、服薬
状況などの問診を行い、アレルギー検査により
原因となるアレルゲンを特定する。そして、抗
ヒスタミン薬などの抗アレルギー薬やステロイ
ドを用いた薬物療法を行うと同時に、その特定
された食物を回避する除去食や代替え食品を摂
取する。その後、特定の食物の誤食・誤飲など
によりアレルギー症状が悪化したりした場合な
どは医師の指示に従い、日頃からアナフィラキ
シー発症時の状況を意識し、家族でアナフィラ
キシーの治療薬としてアドレナリン注射液であ

図２　食物アレルギー患者の年齢別の主な原因食物
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るエピペン®の使用方法を確認・訓練しておく
必要がある。また、アナフィラキシーショック
を起こした場合は、アドレナリンを筋肉注射し
速やかに、救急車を要請するとともに、口腔内
の異物を除去し、安静にその場で仰向けに寝か
せ、気道の確保を行う。

５．食物アレルギーの治療に向けた新たな試み

鶏卵・牛乳・小麦・ピーナッツなどの食物ア
レルギー患者に対して、医師の立会により、原
因食品を少しずつ安全に食べさせ、症状が出な
くなる段階を経て治療を行う経口免疫療法、口
腔の粘膜投与による舌下免疫療法および皮膚か
らの経上皮免疫療法などの臨床試験が、現在、
行われている。また、経口免疫療法を改善する
目的で改変アレルゲンによる低アレルゲン化食
品やプロバイオティクス・プレバイオティクス
およびサイトカイン療法などの非特異的免疫療
法についても研究中である。

６．食物アレルギーをめぐる最近の話題

６－１）石鹸中の加水分解小麦による小麦アレ
ルギー
2012年、保湿剤である加水分解小麦、グルパー
ル19Sを含有した石鹸を使用して、眼瞼浮腫な
どの症状を伴う小麦アレルギー被害も記憶に新
しい。このグルパール19Sで感作された場合、
小麦粉を摂取してもアレルギーが発症すること

が問題となった。厚生労働省の報告によると、
その患者数は、同年10月の時点で1540例になっ
たことが報告された。その後、グルパール19S
およびグルパール19S含有石鹸は回収され、現
在は発売されていない。このことにより、冒頭
で述べたように食物アレルギーの概念には、皮
膚経路により感作され、経口摂取によるアレル
ギーが発症するということが新たに追加された。
６－２）学校給食による食物アレルギー事故死
2012年12月、東京都内の小学校で、チーズア
レルギーの児童が学校給食を誤食後、アナフィ
ラキシーにより死亡するなどの事故が起こっ
た。このことなどを踏まえ、2013年１月、教
職員・保健委員関係者に対して文部科学省合同
「アレルギー疾患に対する普及啓発講習会の開
催」などが行われた。その後、同年４月、国に
よる「アレルギー疾患対策強化基本法案」が提
出された。さらに、同年５月、医師ら専門家に
よる「学校給食での食物アレルギー事故防止対
策」検討委員会を立ち上げ報告書をまとめるな
どの対応がなされている。

７．おわりに

アナフィラキシーによる死亡例として、良
く知られているのは、ハチ刺傷による全身性
アナフィラキシーである。厚生労働省人口動態
調査によると、2003年から2011年におけるアナ
フィラキシーショックによる全国死亡数は、林

図３　食物アレルギーの主な症状
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業・農業従事者など男女あわせて毎年約20名で
ある。また、食物アレルギーショックによる死
亡例は、毎年数例程度の報告があり、全国救急
施設における調査では1991年から2004年におい
て、４歳から62歳まで男女合わせて４例が報告
されている。ちなみに、米国でのアナフィラキ
シーによる致死例は、年間50 ～ 100例であると
いわれている。
Bockらが米国の致死的アナフィラキシー 32

例を解析した結果、１）思春期あるいは若者成
人が多い。２）原因食品の90%以上がピーナッ
ツやナッツ類である。３）病歴が確実な21例中
20例に喘息が合併している。４）エピネフィリ
ン®（アドレナリン）が使用されていなかった
ことが大部分であることなどが明らかになった
ことを報告した。このことから、2011年、世界
アレルギー機構（WAO）は、アナフィラキシー
による死亡事故を回避するための「アナフィラ
キシーの評価および管理に関するガイドライ
ン」を策定し、その普及と実施について提示し、
検討すべきアナフィラキシーに関する研究課題
を提唱している。
昨年は、2020年東京オリンピック開催が決定

され、和食が世界文化遺産に登録された。
また、法務省が昨年の旅行者などの来日外国

人は1125万人で過去最多と発表したことから、
来日者は今後さらに増加するであろう。一方、
食をめぐる話題として、昨今、食材虚偽表示、
冷凍食品農薬混入およびノロウイルスによる集
団食中毒などの問題が起こった。日本のおいし
く、健康的に優れた農産物・食品および食文化
を守り続けると同時に、世界に発信していく中
で、食の安全性を確保することが必要である。
そのためには、食品業界におけるHACCPの導
入・定着・運用およびトレーサビリティの実施
が必要である。また、食物アレルギー対策とし
て、食物アレルゲンの明確で適正な表示、保育
所、学校、レストラン、ホテルなどで食物アレ
ルギー患者の誤飲、誤食対策、アナフィラキシー

発症の際の知識の共有と迅速な対応など、産官学
が一体となった総合的な食品安全体制の確立が強
く求められている。
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